
 
 

 事 務 連 絡  

平成２８年６月１７日  

各 都 道 府 県 私 立 学 校 担 当 課 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 施 設 担 当 課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 施 設 担 当 課 

附属学校を置く各国立大学法人施設担当課 

 

 

文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 

 

 

 

平成２７年度委託事業「小中一貫教育に適した学校施設計画・設計プロセス 

構築支援事業」の成果概要について（送付） 

 

 

義務教育学校制度の創設などを踏まえ，平成２７年７月に公表した「小中一貫教育に適し

た学校施設の在り方について～子供たちの９年間の学びを支える施設環境の充実に向けて～」

（「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」報告書）において、小中一貫教育を円滑

かつ効果的に導入するためには，早い段階から，学校，家庭，地域等の関係者と合意形成を

図りながら，学校施設の計画・設計の検討を進めていくプロセスを構築することが重要と提

言されました。 

これを受け，昨年度，標記事業を栃木県高根沢町，東京都八王子市及び鳥取県鳥取市におい

て実施し，このたび，標記事業の成果概要をまとめましたので送付します（別紙）。 

各設置者においては，小中一貫教育に適した学校施設の計画・設計に当たり，本報告書や

成果概要等を参考に，個々の学校や地域の実情に応じた良好な小中一貫教育のための施設環

境の確保に努めていただくようお願いします。 

なお，このことについて，各都道府県教育委員会においては，域内の市区町村教育委員会

に対して，また，各都道府県私立学校担当課においては，所轄の私立学校等に対して周知し

ていただくようお願いします。 

 
 
※別紙「成果概要」は文部科学省ホームページに掲載しています。 
 （http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/seibi/1372577.htm） 
 

 

 

【本件に関する問合せ先】 
大臣官房文教施設企画部施設企画課 
指導第一係 TEL：03-5253-4111(内線 2291) 

 

御中 


